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『第５４期定時株主総会招集ご通知』に関するインターネット開示情報のご案内

第54期（平成29年４月１日～平成30年３月31日）
(１) 連結計算書類の連結注記表
(２) 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

法令及び定款第15条の規定に基づき、当社ホームページ（https://www.jbcchd.co.jp/ir/library/meeting/）に
掲載することにより、株主の皆さまに提供しているものであります。
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連　結　注　記　表
Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

1.　連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数　　　　　　　12社

主要な連結子会社の名称　　　　ＪＢＣＣ株式会社
ＪＢサービス株式会社

　　　　なお、前連結会計年度において連結子会社でありました株式会社イグアスは株式を全
　　　て売却したことにより、当社の連結子会社に該当しないこととなり、当連結会計年度中
　　　において連結の範囲から除外しております。

⑵　非連結子会社の状況
主要な非連結子会社の名称等　　Innovasity, Inc.
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためで
あります。

2.　持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用の関連会社数　１社　　　　亀田医療情報株式会社
⑵　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称等
　　　　主要な非連結子会社　　　　　　　Innovasity, Inc.
　　　　主要な関連会社　　　　　　　　　生涯現役株式会社

持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が
軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、佳報（上海）信息技術有限公司、JBCC(Thailand)Co.,Ltd. 及び 
JBSG PTE. LTD. の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、
同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結
上必要な調整を行っております。また、その他の連結子会社の決算日と連結決算日は一
致しております。
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4.　会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法
満期保有目的の債券　　　　　償却原価法(定額法)
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定)

時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法
②たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商品、原材料　　　　　　　　主として移動平均法
製品、仕掛品　　　　　　　　総平均法（但し、ソフトウェア仕掛品は個別法）
貯蔵品　　　　　　　　　　　先入先出法

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産　　　　　　　　(ⅰ)建物及び構築物
(リース資産を除く) 定率法を採用しております。耐用年数は２年から

47年であります。
なお、平成10年４月１日以降に取得した建物（附
属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については、定額
法を採用しております。

(ⅱ)工具、器具及び備品
定率法を採用しております。耐用年数は２年から
20年であります。

②無形固定資産　　　　　　　　定額法を採用しております。
(リース資産を除く) なお、自社利用ソフトウェアについては、社内におけ

る見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法、市
場販売目的ソフトウェアについては、見込有効期間（３
年以内）に基づく償却額と見込販売数量に基づく償却
額のいずれか大きい額により償却しております。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。
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⑶　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

②受注損失引当金　　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計
年度末における受注契約に係る損失見込額を計上して
おります。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法
　　　　　　　　　　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連

結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　　　　　　　　　　　　　　　過去勤務費用については、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により費用処理しております。

　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生
時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数
（１年～10年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
当社及び連結子会社の一部は退職一時金制度の他に、
確定拠出年金制度を採用しており、確定拠出年金制度
については、要拠出額をもって費用処理しております。
なお、退職者に係る閉鎖型確定給付企業年金が当社の
契約として残っております。
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⑸　重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
　　　　　　　　　　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。
　　　　　　　　　　　　　　　なお、振当処理の要件を満たす為替予約についてのみ

振当処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　　　　　　　　　　　　ヘッジ手段・・・為替予約取引
　　　　　　　　　　　　　　　ヘッジ対象・・・外貨建仕入債務及び外貨建予定取引
③ヘッジ方針
　　　　　　　　　　　　　　　デリバティブ取引管理規程に基づき、外貨建取引のう

ち、為替相場の変動によるリスクをヘッジする目的で
デリバティブ取引を行っており、為替相場変動リスク
のヘッジを目的としないデリバティブ取引は行わない
方針です。

④ヘッジ有効性評価の方法
　　　　　　　　　　　　　　　ヘッジ期間中におけるヘッジ対象のキャッシュ・フロ

ー変動の累計額又は相場変動とヘッジ手段のキャッシ
ュ・フロー変動の累計額又は相場変動とを比較し、両
者の変動等を基礎にしてヘッジ有効性を評価しており
ます。

⑹　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①完成工事高及び完成
　工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実
性が認められる工事契約については工事進行基準を適
用し、その他の工事契約については工事完成基準を適
用しております。なお、工事進行基準を適用する工事
の当連結会計年度末における進捗率の見積りは、原価
比例法によっております。

②消費税等の会計処理　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって
おり、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会
計年度の費用として処理しております。

⑺　表示方法の変更に関する注記
　　連結損益計算書
　　　「助成金収入」の表示方法の変更
　　　　　　　　　　　　　　　「助成金収入」の表示方法は、連結損益計算書上、「営

業外収益」に「助成金収入」として独立掲記しており
ましたが、金額的重要性が乏しくなったため、当連結
会計年度より「その他」に含めて表示しております。
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Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記
1.　担保提供資産

担保資産の内容及びその金額
建物 20百万円
土地 402百万円
合計 423百万円

担保に係る債務の金額
短期借入金 270百万円

2.　有形固定資産の減価償却累計額 2,472百万円
3.　取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約を締結しております。

これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次の通りであります。
当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 14,550百万円
借入実行残高 370百万円
借入未実行残高 14,180百万円

Ⅲ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
1.　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 17,773,743株
2.　当連結会計年度末の自己株式の種類及び総数

普通株式 1,020,411株
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3.　配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決　　　議 株式の
種　類

配当金の
総　　額
(百万円)

１株当たり
配　当　額
(円)

基　準　日 効力発生日

平成29年５月９日
取締役会 普通株式 244 14.50 平成29年３月31日 平成29年６月22日

平成29年10月26日
取締役会 普通株式 234 14.00 平成29年９月30日 平成29年12月１日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と
なるもの

決　　　議 株式の
種　類

配当の
原　資

配当金の
総　　額
(百万円)

１株当たり
配　当　額
(円)

基　準　日 効力発生日

平成30年４月27日
取締役会 普通株式 利益剰余金 301 18.00 平成30年

３月31日
平成30年
６月21日

Ⅳ．金融商品に関する注記
1.　金融商品の状況に関する事項

当グループは、必要に応じ、銀行借入等により資金を調達しております。資金運用につ
いては、預金その他の安全性の高い金融商品に限定して運用を行います。デリバティブ
はリスクヘッジ目的に限って利用する可能性がありますが、投機的な取引は行わない方
針です。
受取手形及び売掛金は、お客様の信用リスクに晒されておりますが、社内規程に従い、
財務部門が中心となって与信管理及び売掛金回収管理を行っております。お客様ごとに
回収遅滞管理及び与信残高管理を行うとともに、信用状況の定期的なモニタリングを行
い、年２回の頻度で与信限度額の定期的見直しを行っております。
また、投資有価証券は主として株式であり、その大半が当グループの業務上関係を有す
る取引先企業の株式です。これらは、市場価格の変動リスクや発行体の信用リスクに晒
されていますが、財務部門において定期的に時価や発行体の財務状況等を把握するよう
にしております。
営業債務である支払手形及び買掛金は概ね短期の支払期日であります。また、短期借入
金は主に運転資金の確保を目的とした資金調達であり、長期借入金は主に設備投資及び
長期運転資金に係る資金調達です。
営業債務及び借入金は流動性リスクに晒されておりますが、各社ごとに資金繰り見通し
を作成し、当社においてグループ内の事業会社各社の資金ニーズを把握し、グループフ
ァイナンスにより事業会社間で資金の融通を行うことにより、資金を効率的に使用して
おります。
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2.　金融商品の時価等に関する事項
平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次の通りであります。

（単位：百万円）
連 結 貸 借 対 照 表
計　　　上　　　額 時　価 差　額

⑴　現金及び預金 7,232 7,232 -
⑵　受取手形及び売掛金 11,399
　　貸倒引当金 △140

11,259 11,259 -
⑶　投資有価証券 -
　　　満期保有目的の債券 500 475 △24
　　　その他の有価証券 2,138 2,138 -

2,638 2,613 △24
⑷　敷金及び保証金 1,012 930 △82
⑸　支払手形及び買掛金 4,749 4,749 -
⑹　短期借入金 370 370 -
⑺　未払法人税等 561 561 -
⑻　リース債務
　　（１年以内返済予定のものも含む） 186 185 △0
(注)1　金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

⑴　現金及び預金、並びに⑵　受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

⑶　投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は
取引金融機関から提供された価格によっております。

⑷　敷金及び保証金
当社では、敷金及び保証金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信
用リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用
スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑸　支払手形及び買掛金、⑹　短期借入金、並びに⑺　未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。
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⑻　リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入またはリース取引を行
った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(注)2　非上場株式（連結貸借対照表計上額204百万円）及び非上場の関係会社株式（連結貸
借対照表計上額56百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と
認められるため、「⑶　投資有価証券」には含めておりません。

Ⅴ．１株当たり情報に関する注記
1.　１株当たり純資産額 887円47銭
2.　１株当たり当期純利益 70円83銭

Ⅵ．重要な後発事象に関する注記
　　　該当する事項はありません。
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Ⅶ．その他の注記
　　　(企業結合等関係)
　　　事業分離
　　　　(子会社株式の売却)
　　　１　事業分離の概要
　　　　⑴　分離先企業の名称
　　　　　　株式会社IGホールディングス
　　　　⑵　分離した事業の内容
　　　　　　連結子会社　：　株式会社イグアス（以下、「イグアス」という。）

事業の内容　：　ビジネスパートナー様向けの最新のシステム製品等のディスト
リビューション事業、ＩＴサプライ及びオフィス・サプライ事業、３Ｄプリンタ
ー関連事業等

　　　　⑶　事業分離を行った主な理由
　イグアスは平成17年11月に当社からの会社分割により設立され、パートナー企業
向けの付加価値ディストリビューター(VAD：Value Added Distributor)事業、
サプライ事業、３Ｄプリンター事業を展開し、販売先である多くのパートナー企業
様を獲得しつつ成長してまいりました。
　今後の急速なビジネス環境の変化に対応し、イグアスが付加価値ディストリビュ
ーターとして更に発展していくためには、当社のビジネス・ドメインに捉われず、
当社のみならず、様々な企業と資本・業務提携を含むアライアンスを行っていくこ
とにより、中立的かつ独自の立場から、広範な製品を取り扱い、より多くのパート
ナー企業様を獲得し、ディストリビューション機能の拡大を図ることとともに、３
Ｄプリンター関連事業やバッテリーリサイクル事業を始めとする新規事業領域の拡
大を行っていくことが急務です。
　本件株式譲渡に伴う体制変更により、従来の枠にとらわれず事業拡大のための経
営判断のスピードを速めるとともに、みずほキャピタルパートナーズ株式会社が有
する様々なネットワークと経営管理に関するノウハウも活用することができ、今後
の成長への布石ともなると考え本件合意に至ったものであります。
　※株式会社IGホールディングスは、みずほキャピタルパートナーズ株式会社の業
務受託先であるＭＣＤ４が無限責任組合を務めるＭＣＰ４投資事業有限責任組合が
主として出資する特別目的会社

　　　　⑷　事業分離日
　　　　　　平成29年６月30日
　　　　⑸　法的形式を含む取引の概要
　　　　　　受取対価を現金のみとする株式譲渡
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　　　２　実施した会計処理の概要
　　　　⑴　移転損益の金額
　　　　　　関係会社株式売却益　184百万円
　　　　⑵　移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 10,644 百万円
固定資産 508 百万円
資産合計 11,153 百万円
流動負債 8,782 百万円
固定負債 525 百万円
負債合計 9,308 百万円

　　　　⑶　会計処理
　　　　　　当該譲渡株式の連結上の帳簿価額と売却額との差額を関係会社株式売却益として
　　　　　特別利益に計上しております。
　　　３　当連結会計年度に係る連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の
　　　　　概算額
　　　　　　　　　　　　　　　累計期間
　　　　　　売上高　　　　　6,758百万円
　　　　　　営業損失　　　　 △94百万円
　　　４　継続的関与の主な概要
　　　　　　当社グループは、イグアスと仕入取引を継続して行っており、当社とイグアス間
　　　　　にて業務委託契約を締結しております。

　　　＊本連結計算書類中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.　有価証券の評価基準及び評価方法
⑴　子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法
⑵　満期保有目的の債券　　　　　償却原価法(定額法)
⑶　その他有価証券

①時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定)

②時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
2.　固定資産の減価償却の方法

⑴　有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法を採用しております。なお、耐用年数は２年か
ら47年であります。
但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設
備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建
物附属設備及び構築物については定額法を採用してお
ります。

⑵　無形固定資産 定額法を採用しております。
（リース資産を除く） なお、自社利用ソフトウェアについては、社内におけ

る見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法、市
場販売目的ソフトウェアについては、見込有効期間（３
年以内）に基づく償却額と見込販売数量に基づく償却
額のいずれか大きい額により償却しております。

⑶　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。

3.　引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

－ 11 －
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⑵　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、退職給付債務から年
金資産及び未認識数理計算上の差異を控除した額を計
上しております。数理計算上の差異は、各期の発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（１～10年）による定額法により、翌事業年度から費
用処理することとしております。当社は退職一時金制
度の他に確定拠出年金制度を採用しており、確定拠出
年金制度部分については、要拠出額をもって費用処理
しております。なお、グループ会社の退職者に係る閉
鎖型確定給付企業年金が当社の契約として残っており
ます。

4.　消費税等の会計処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方
消費税は当事業年度の費用として処理しております。

5.　表示方法の変更に関する注記
貸借対照表
　「ソフトウェア」及び「電話加入権」の表示方法の変更
　　　　　　　　　　　　　　　「ソフトウェア」及び「電話加入権」の表示方法は、
　　　　　　　　　　　　　　　貸借対照表上、「無形固定資産」に「ソフトウェア」
　　　　　　　　　　　　　　　(前事業年度486百万円)及び「電話加入権」(前事業年
　　　　　　　　　　　　　　　度84百万円)として独立掲記しておりましたが、金額
　　　　　　　　　　　　　　　的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「無形
　　　　　　　　　　　　　　　固定資産」の「その他」に含めて表示しております。
　　　　　　　　　　　　　　　尚、当事業年度の「無形固定資産」の「その他」に含
　　　　　　　　　　　　　　　まれる「ソフトウェア」は347百万円及び「電話加入
　　　　　　　　　　　　　　　権」は84百万円であります。
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記
1.　有形固定資産の減価償却累計額 1,363百万円
2.　関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権
長期金銭債権

344百万円
230百万円

3.　関係会社に対する金銭債務
短期金銭債務 6,219百万円

4.　取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約を締結しております。
これらの契約に基づく当事業年度の借入未実行残高は次の通りであります。

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 12,000百万円
借入実行残高 -
借入未実行残高 12,000百万円

Ⅲ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高の総額

営業取引による取引高の総額
営業収益 1,914百万円
営業費用 187百万円
営業取引以外の取引による取引高の総額 166百万円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）
株式の種類 当 事 業 年 度 期 首

株 式 数
当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普通株式 874,748 145,663 － 1,020,411
(注)　自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得145,400株及び単元未満株式の買取

263株による増加分であります。
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Ⅴ．税効果会計に関する注記
 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
会社分割による子会社株式 1,802百万円
退職給付引当金 50百万円
投資有価証券 52百万円
資産除去債務 80百万円
会員権 17百万円
子会社株式 68百万円
貸倒引当金 6百万円
その他 50百万円
繰延税金資産小計 2,127百万円
評価性引当金 △200百万円
繰延税金資産合計 1,927百万円

（繰延税金負債）
有形固定資産 △21百万円
その他有価証券評価差額金（益） △243百万円
固定資産圧縮積立金 △29百万円
繰延税金負債合計 △294百万円

差引：繰延税金資産（負債）の純額 1,632百万円
繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 27百万円
固定資産－繰延税金資産 1,604百万円

Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、社内ネットワーク用設備一式等については所有
権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

－ 14 －
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Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

（単位：百万円）

種類 会社等の名称 議 決 権 等 の
所有割合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容

取引
金額
(注)２

科　　　目 期末
残高

子会社

ＪＢＣＣ株式会
社

（所有）
直接　100

経営指導
事務所等の賃貸
資金の貸借取引
役員の兼務

経営指導料・事務手数料(注)１⑴ 742 未収入金 194

受取配当金(注)１⑶ 422 - -

資金の貸借取引(注)１⑵ 1,263 預り金 3,044

株式会社シーア
イエス

（所有）
直接　100

経営指導
資金の貸借取引
事務所等の賃貸

資金の貸借取引(注)１⑵ 15 預り金 535

ＪＢサービス株
式会社

（所有）
直接　100

経営指導
事務所等の賃貸
資金の貸借取引
役員の兼務

経営指導料・事務手数料(注)１⑴ 160 未収入金 84

資金の貸借取引(注)１⑵ 36 預り金 1,831

ＪＢアドバンス
ト・テクノロジー
株式会社

（所有）
直接　100

経営指導
事務所等の賃貸
資金の貸借取引
役員の兼務

資金の貸借取引(注)１⑵ - 預り金 700

Ｃ＆Ｃビジネス
サービス株式会
社

（所有）
直接　100

事務所等の賃貸
業務委託
資金の貸借取引
役員の兼務

資金の貸借取引(注)１⑵ 605 預り金 35

業務委託料(注)１⑴ 159 未払金 47

JBCC(Thaila
nd)Co.,Ltd.

（所有）
直接  49.0

資金の貸借取引 資金の貸借取引(注)１⑵

貸倒引当金繰入

-

-

関係会社長期
貸付金
貸倒引当金

209

△209
（注）1.　取引条件及び取引条件の決定方針等

⑴　経営指導料・事務手数料、業務委託料については、年度協議により決定しております。
⑵　資金の貸借取引は当グループで行っているグループファイナンスに係るものであり、利率は市

場金利を勘案して合理的に決定しております。
⑶　受取配当額については、財務状況を勘案して配当額を決定しております。

2.　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
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Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
1.　１株当たり純資産額 748円23銭
2.　１株当たり当期純利益 70円11銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
　　　該当する事項はありません。

Ⅶ．その他の注記
　　　(企業結合等関係)
　　　事業分離
　　　　(子会社株式の売却)
　　　　実施した会計処理の概要
　　　　　移転損益の金額
　　　　　　関係会社株式売却益　　704百万円
　　　　上記以外は連結注記表の「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載してい
　　　　るため、注記を省略しております。

　　　＊本計算書類中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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